                                 　　　
内部事務システム構築・運用業務に係る契約書

浦添市（以下「甲」という。）と○○○○以下「乙」という。）は、下記条項の内容に基づき、別冊の仕様書に従い内部事務システム構築・運用業務（以下「本業務」という。）に関する契約を以下のとおり締結する。
	項目
	内容

	件名
	内部事務システム構築・運用業務

	履行期間
	〇システム構築
・財務会計システム
契約締結日～令和9年10月31日
・文書管理システム、人事給与システム、契約管理システム
契約締結日～令和10年3月31日
〇システム運用

・財務会計システム
令和9年11月1日～令和15年3月31日
・文書管理システム、人事給与システム、契約管理システム
令和10年4月1日～令和15年3月31日

	契約金額
	〇システム構築に係る費用
金○○○○円(うち消費税及び地方消費税○○〇円)
〇システム運用に係る費用(運用・保守費を含む)
金○○○○円(うち消費税及び地方消費税○○〇円)

	契約保証金
	浦添市契約規則第6条による

	履行場所
	浦添市庁舎内及び乙の事業所内


上記の契約を証するため、本書2通を作成し、甲乙記名押印のうえ、各1通を保有する。
 （契約の目的） 

第１条　本契約は、甲が乙に対し、本業務を実施することについて、必要な事項を定めることを目的とする。
 （定義）
第２条　本契約において使用する用語の定義は、以下のとおりとする。
	用語
	定義

	本システム
	本事業により整備する財務会計システム・文書管理システム・人事給与システム・契約管理システムの総称。

	仕様書
	本契約に添付する「内部事務システム構築・運用業務調達仕様書」をいう。

	構築業務
	本システムの設計・開発・データ移行・テスト・研修・稼働支援に関する業務

	成果物
	本事業を通じて乙が作成・納入するすべての文書・データ・プログラム等

	個人情報
	個人情報の保護に関する法律(平成15年法律第57号。以下「個人情報保護法」という)第2条第1項に定める個人情報


 （業務の内容） 

第３条　甲は乙に対し、仕様書に定める以下の業務を委託する。
	業務区分
	内容
	履行期間

	①構築業務
	要件定義・設計・開発・データ移行・テスト・研修・稼働支援
	〇財務会計システム
（予算編成機能）

契約締結日～令和9年10月31日
（予算編成機能以外）
契約締結日～令和10年3月31日

〇文書管理システム・人事給与システム・契約管理システム
契約締結日～令和10年3月31日

	②運用・保守業務
	本システムの運用・保守・障害対応・法改正対応・バージョンアップ等
	〇財務会計システム
（予算編成機能）

令和9年11月1日～令和15年3月31日
（予算編成機能以外）
令和10年4月1日～令和15年3月31日
〇文書管理システム・人事給与システム・契約管理システム
令和10年4月1日～令和15年3月31日


２　乙は、仕様書に定める要件を満たすシステムを構築し、第3条第1項に掲げる履行期間までにシステム稼働を実現しなければならない。
３　乙は、本業務を善良な管理者の注意をもって誠実に履行しなければならない。
 （構築業務作業の完了） 

第４条　乙は、構築業務に係る作業を実施したときは、あらかじめ甲乙双方にて合意した場所及び期日までに作業報告書を甲に提出又は納入するものとする。
２　前項において、乙は、期日までに作業を完了できないおそれのある事由(不可抗力を含む。)が発生したときは、その旨を直ちに書面をもって理由及び完了予定日を明示して甲に通知するものとし、甲は直ちにその処置を決定し、乙に通知するものとする。
３　乙は、本件業務に係る作業が完了したときは遅滞なく、所定の完了報告書を甲に提出するものとする。
（構築業務に係る検収） 

第５条　甲は、乙より前条所定の作業報告書または完了報告書を受領したときは、甲乙で別途合意した所定の検査方法に基づき、別途合意した検査期間内に、前条により乙から提出された作業報告書または完了報告書の内容に関して受入検査及び品質検査を行い、書面をもってその結果を乙に通知するものとする。

２　前項の検査合格の通知の乙への到達をもって、当該作業に関する甲の乙に対する検収完了とする。
３　第1項所定の検査の結果、作業報告書又は完了報告書の記載と作業結果(結果物がある場合はこれを含む。以下同じ)が一致せず(以下「不合格」という。)、かつ不合格の原因が乙の故意または過失によると客観的に認められた場合、乙は自己の責任と負担において甲の指定する期日までに作業結果の補正又は作業の再実施を行うものとする。
４　甲及び乙は、第1項に定める甲からの結果の通知が同項に定める検査期間内に乙に到達しない場合は、当該検査期間満了の日をもって、甲による当該作業の受入検査及び品質検査は完了したものとみなすものとする。

（構築業務に係る契約金額の支払い）
第６条　乙は、前条の検収完了の通知を受けた後に、請求書を甲に発出するものとする。

２　甲は、適法な請求書を収受した日から30日以内に、指定の口座に振り込む方法により構築業務費を支払うものとする。
３　請求書に記載不備または添付書類の不足等がある場合、甲は乙に対して修正・補完を求めることができる。この場合、支払期限は修正後の適法な請求書を収受した日から起算する。
(システム利用に係る料金）

第７条　本システムの利用及び運用保守に係る利用料は、頭紙記載のとおりとする。

２　甲は、システム利用及び運用保守に係る利用料の計算にあたり１か月未満の端数日数が生じた場合においても、１か月分の利用料を支払うものとする。
３　月の途中でサービス料金等が変更された場合は、当該サービス料金等の変更は翌月1日から効力を発する0。
(システム利用料の支払い）

第８条　乙は、甲に対し、当月末日までに当月のシステム利用料等の請求書を発行する。

２　甲は、適法な請求書を収受した日から30日以内に、指定の口座に振り込む方法によりシステム利用料を支払うものとする。
（消費税等の算定）

第９条　前条所定の契約金額に係る消費税等の額は、当該契約の締結時に適用される税率に基づき算定されたものであり、税率の改訂その他の事由により消費税等の額及び消費税等の額の算定方法に変更が生じた場合には、消費税等の額は変更されるものとする。

２　前項所定の消費税等の額に1円未満の端数が生じた場合、当該端数は切り捨てるものとする。
（延滞金）

第10条　甲は、第〇条第〇項所定の甲の支払日までに契約金額を支払わなかった場合は、乙に対し、契約日における「政府契約の支払い遅延防止等に関する法律(昭和24年法律第256号)」に基づき財務大臣が決定する率を支払金額に乗じた延滞金を加算して支払うものとする。

（遅延損害金等）

第11条　乙の責めに帰すべき事由により、乙が本契約に定める作業の完了期限(結果物がある場合は納入期日)を遅延した場合、甲は乙に対し、遅延損害金として、完了期限(納入期日)の翌日から完了(納入)の日までの遅延日数に応じ、当該遅延の対象となった業務の契約代金相当額に、本契約の契約日における「政府契約の支払い遅延防止等に関する法律(昭和24年法律第256号)」に基づき財務大臣が決定する率により算出した額を遅延利息として請求できるものとする。

２　乙の遅延を原因として甲に発生した損害が前項により算出した遅延損害金の額を超える場合。
（仕様書の遵守）
第12条　乙は、仕様書(別紙含む)に定める要件をすべて満たしたうえで本業務を実施しなければならない。
２　仕様書の内容と本契約条項が相違する場合は、本契約条項を優先する。ただし、仕様書に特別の定めがある場合はこの限りでない。
３　乙は、仕様書の内容に疑義が生じた場合、甲に対して速やかに確認を求めなければならない。

 （プロジェクト管理） 

第13条　乙は、本事業の開始にあたり、以下の書類を甲に提出し、承認を得ること。
・プロジェクト計画書(体制図・スケジュール・リスク管理計画を含む)
・要員配置計画書(主要担当者の氏名・役割・経歴を含む)
２　乙は、プロジェクトの進捗状況を定期的に甲へ報告し、甲の指示に従い適切な対応を講じなければならない。
３　乙は、プロジェクトの主要担当者(プロジェクトマネージャー・システムアーキテクト等)を変更する場合、1か月前までに甲に書面で通知し、承認を得なければならない。ただし、やむを得ない事由がある場合はこの限りでない。
４　甲乙は、定期的な進捗会議(月1回以上)を開催し、プロジェクトの状況を共有するものとする。
 （要件定義・設計における協力義務） 

第14条　甲は、乙が要件定義・設計を行うにあたり、必要な情報・資料の提供および関係者との調整に協力するものとする。
２　乙は、要件定義・設計の結果を文書化し、甲の承認を得たうえで次工程に進むものとする。
２　甲が要件定義・設計の承認を行った後に要件変更が生じた場合、甲乙協議の上、スケジュール・費用への影響を確認し、必要に応じて契約変更を行うものとする。
 （スケジュールの遵守及び遅延時の対応） 

第15条　乙は、仕様書に定めるスケジュールを遵守しなければならない。
２　乙は、スケジュールの遅延が見込まれる場合、直ちに書面で報告し、回復計画を提出しなければならない。
３　乙の攻めに帰すべき理由によりスケジュールが遅延し、履行期限までの稼働開始が困難となった場合、甲は乙に対して損害賠償を請求することができる。
４　甲の承認なく乙が仕様を変更した場合、乙はその責任を負うものとする。

 （変更管理） 

第16条　甲または乙が仕様書の変更を求める場合、書面による変更要求書を相手方に提出しなければならない。 

２　乙は変更要求書を受領した場合、10営業日以内に変更による影響(スケジュール・費用・品質・等)を分析し、甲に報告しなければならない。
３　仕様変更により契約変更またはスケジュールの変更が必要な場合、甲乙協議の上、契約変更を行うものとする。
４　甲の承認なく乙が仕様を変更した場合、乙はその責任を負うものとする。
 （再委託） 

第17条　乙は、本業務の一部を第三者に再委託する場合、事前に甲の書面による承認を得なければならない。
２　以下の業務については、再委託を禁止する。
・本事業の中核となる要件定義・基本設計
・プロジェクト全体の管理(プロジェクトマネジメント)
・甲との主要な折衝・意思決定に関わる業務
３　乙は、再委託先に対して本契約と同等の義務(秘密保持・個人情報保護・セキュリティ等)を課し、これを遵守させる責任を負う。

４　再委託先の行為については、乙が甲に対して全責任を負う。
 （サービスレベル合意） 

第18条　乙は、本システムの運用・保守業務において、仕様書に定める水準を維持しなければならない。 

２　乙は、月次稼働状況報告書によりSLAの達成状況を甲に報告しなければならない。
３　乙がSLAを達成できなかった場合、甲は乙に対して原因分析・改善計画の提出を求めることができる。
４　SLA未達が継続する場合の対応(ペナルティ・契約解除等)については、甲乙協議の上決定するものとする。
 （障害対応）
第19条　乙は、本システムに障害が発生した場合、速やかに対応しなければならない。 

２　乙は、重大障害が発生した場合、甲に対して5営業日以内に障害報告(原因・対応・再発防止策を含む)を提出しなければならない。
３　乙は、障害対応のための緊急連絡先(担当者・電話番号)を甲に提示し、変更時は速やかに通知しなければならない。
 （法改正・制度改正への対応） 

第20条　乙は、法令・省令・通知に基づく制度改正に伴うシステム改修を、標準保守の範囲内で実施しなければならない。
２　乙は、法改正情報を施行日の3か月前までに提供し、影響範囲・対応内容・スケジュールを説明しなければならない。
３　法改正対応が標準保守の範囲を超える場合、乙は甲に対して事前に説明し、甲乙協議の上、対応方針・費用負担を決定するものとする。
 （知的財産権） 

第21条　本事業において乙が新たに作成した成果物(設計書・マニュアル・データ等)の著作権は、甲に帰属する。ただし、乙が本契約以前から保有していた著作物については、この限りでない。
２　乙が本事業において使用するパッケージソフトウェアの著作権は、乙またはソフトウェアベンダーに帰属する。
３　甲は、本システムを庁内業務目的のために自由に利用・複製・改変できる。
４　乙は、甲の事前承認なく、本事業で取得した甲の情報・データを第三者への提案・営業・研究等に利用してはならない。
 （秘密保持） 

第22条　甲及び乙は、本契約の履行を通じて知り得た相手方の情報(業務情報・個人情報・システム情報・財産情報等)を第三者に開示・漏えいしてはならない。
２　前項の義務は、以下の情報には適用しない。
・開示を受けた時点ですでに公知であった情報
・開示を受けた後、自己の責めに帰さない事由により公知となった情報
・正当な権限を有する第三者から秘密保持義務を負わずに入手した情報
・法令・裁判所の命令により開示が義務付けられた情報
２　秘密保持義務は、本契約後も継続する。
 （個人情報の取り扱い） 

第23条　乙は、本業務において個人情報を取り扱う場合、個人情報保護法及び浦添市、その他執行機関の定める例規その法令を遵守しなければならない。
２　乙は、個人情報の取り扱いにあたり、以下の義務を負う。
	義務
	内容

	目的外利用の禁止
	個人情報を本業務の目的以外に利用しないこと

	安全管理措置
	個人情報の漏えい・滅失・毀損を防止するための安全管理措置を講じること

	従業員への教育
	個人情報を取り扱う従業員に対して適切な教育・監督を行うこと

	再委託先の管理
	再委託先に対して同等の個人情報保護義務を課すこと


３　乙は、個人情報に係る事故(漏えい・滅失・毀損等)が発生した場合、直ちに甲に報告し、甲の指示に従い必要な措置を講じなければならない。
４　個人情報に係る事故(漏えい・滅失・毀損等)が乙の責めに帰すべきものであると認められた場合において、乙は、事故調査及び損害の拡大を防止するために講じた措置に要する合理的費用(損害賠償金を含む)の負担を負うものとする。

５　乙は、本契約終了時または甲の指示があった場合、個人情報を記録した媒体及びその副生物を確実に返却、廃棄又は消去し、甲に証明書を提出しなければならない。
（情報セキュリティ） 

第24条　乙は、本業務において、仕様書に定めるセキュリティ要件を遵守しなければならない。
２　乙は、本業務に関連するシステム・データに対して、不正アクセス・改ざん・破壊・漏えいを防止するための適切なセキュリティ対策を実施しなければならない。
３　乙は、セキュリティインシデントが発生した場合、検知後1時間以内に甲に第一報を行い、速やかに初動対応を実施しなければならない。
４　乙は、甲または第三者機関によるセキュリティ監査・脆弱性診断に協力しなければならない。
（データの管理及び返却） 

第25条　乙は、本業務において取り扱う甲のデータを適切に管理し、本業務の目的以外に使用してはならない。
２　乙は契約終了後30日以内に、甲のデータを汎用的な形式(CSV・XML等)で甲に返却しなければならない。
３　乙は、データ返却完了後、本番環境・バックアップ環境に保存されている甲のデータを確実に消去し、消去証明書を甲に提出しなければならない。
４　乙は、契約終了後も最低3か月間、次期システムへの移行に関する問い合わせ・支援に対応しなければならない。
（損害賠償） 

第26条　乙は、本契約の履行に関して、乙の責めに帰すべき事由により甲または第三者に損害を与えた場合、その損害を賠償しなければならない。
２　乙の損害賠償責任の上限は、原則として本契約の契約金額を上限とする。ただし、乙の故意または重大な過失による場合はこの限りでない。
３　甲は、乙の責めに帰すべき事由による損害が発生した場合、乙に対して損害賠償を請求する前に、乙に対して相当の期間を定めて是正を求めるものとする。
（契約不適合責任） 

第27条　乙は、本システムの検収完了後1年後、本システムに契約不適合(契約書及び仕様書に定める要件を満たさない状態)が発見された場合、無償で修正しなければならない。
２　前項の契約不適合期間は、甲乙協議の上、延長することができる。
３　乙の故意または重大な過失による契約不適合については、前項の期間制限を適用しない。
（契約の解除） 

第28条　甲は、乙が以下のいずれかに該当する場合、催告なく本契約を解除することができる。
・本契約の条項に重大な違反があり、相当期間内に是正されない場合
・乙が破産・民事再生・会社更生等の法的手続きの申立てを受けた場合
・乙が事業を廃止した場合
・乙が甲の信頼を著しく損なう行為を行った場合
・個人情報の漏えい等、重大なセキュリティインシデントが発生し、甲の業務継続に重大な支障が生じた場合
・乙の責めに帰すべき理由により、履行期間での稼働開始が著しく困難となった場合

２　甲が本契約を解除した場合、乙は甲に対して生じた損害を賠償しなければならない。
３　甲は、甲の都合により本契約を解除する場合、乙に対して3か月前までに書面で通知しなければならない。この場合、甲は乙がすでに履行した業務に対して相当の費用を支払うものとする。
（不可抗力） 

第29条　天災地変・戦争・暴動・法令の改廃その他甲乙双方の責めに帰することができない事由(以下「不可抗力」という。)により、本契約の履行が不能または著しく困難となった場合、甲乙協議の上、履行期間の延長・契約金額の変更・契約の解除等を行うものとする。
２　不可抗力による損害については、甲乙それぞれが事故の損害を負担するものとする。
（権利義務の譲渡禁止） 

第30条　乙は、甲の書面による事前承認なく、本契約上の権利・義務を第三者に譲渡・承継・担保提供してはならない。
（協議） 

第31条　本契約に定めのない事項または本契約の解釈について疑義が生じた場合、甲乙誠意をもって協議し、解決するものとする。
（合意管轄） 

第32条　本契約に関する訴訟については、浦添市を管轄する那覇地方裁判所を第一審の専属的合意管轄裁判所とする。
（準拠法）
第33条　本契約は、日本国の法令に準拠するものとする。

本契約締結の証として本書を２通作成し、当事者記名押印の上各１通を保有する。 

 令和　　年　　月　　日 
 甲　  沖縄県浦添市安波茶１丁目１番１号
浦添市
浦添市長　松本　哲治 

                                   乙　　○○○○○○○○○○○○○○○○





 ○○○○○○○○○○○○
